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論文主旨:団 塊の世代 の大量退職の時期 を迎 え、技術の伝承問題が進む ことが懸念 され

ている。ベテランの技術者が退職 してい くことで技術力 を失 うと、企業間における競争力

が低下 し、さらには業界全体の衰退まで も招きかねない。 この問題 は予見できたはずであ

り、それができなかったのは中長期的な視点か らの人的資源マネジメン トを行えなかった

ためであると考 えられる。

そ こで本論文では、まず、人的資源 マネジメン トの方策によって、人材の成長 とその結

果 として会社のパフォーマンスがどの ように変化するかを予測す るためのシミュレーショ

ンモデル を構築 した。そのモデル を用いてシ ミュ レー ションを行い、人的資源マネ ジメン

トのパターンと人材 の成長、企業の利益額 との関係 を分析 し、望ま しい人的資源マネジメ

ン トについて考察 した。特に、問題 となっている2007年 問題 に焦点を当て、どう対処 して

い くべきかについて提案を行 った。

【キー ワー ド】人的資源マネジメン ト、シ ミュレーシ ョンモデル、2007年 問題

1.序 論

(1)背 景と目的

2008年 を迎 え、少子 高齢化が進 展す るのに加 え、

団塊 の世代が2007年 か ら60歳 、2012年 か ら65歳

を順次迎 えて退職 してい く、いわゆる 「2007年 問題 」

が進行す るこ とが懸念 されてい る。

総務省 「平成18年 度 労働力調査」 によると、特

に建設業界 は全従業員に対す る団塊 の世代(1947年

～1949年 生 まれ)の 労働者 の占める割合 が全産業平

均 よ りも多 く、そのため2007年 問題に よる影響 も大

きい もの と予想 され る。建設業 では若手の人材の減

少か ら単純 に労働 力の数 を補充することさえ難 しい

状況にある上 に、団塊 の世代のベテ ランの人材 を失

うことで技術力 まで低下すれ ば、企業 間における競

争力 の低下につ なが り、 さらには業界 としての衰退

をも招 きかねない。

この問題 が起 こる こ とは年齢構 成 を考 えて も予

見できたはずであ るに も関わ らず対処が遅れ た理 由

の一つ として、 中長期 的な視点で人材 をマネジメン

トで きなかった ことがある と言 える。今後同 じよう

な問題 を起 こさないためには、厳 しい経営環境 であ

っても、人材育成 を含 めた人的資源 マネ ジメン トを

中長期的な視点 で行 ってい く必要があ る。

だが、実際に どのよ うな方策 を とれば、人材の成

長、それ に伴 う企業全体のパ フォーマ ンスが どの よ

うに変化す るのか といった ことを定量的に予測す る

のは困難 である。

この よ うな背景 を踏まえ、本研 究の 目的 を次のよ
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うに設 定す る。

まず 、 どの よ うな人的資源マネジメン トを行 うと、

人材 が どれだ け成長す るか、その結果 として会社 の

パフォーマ ンスが どのよ うに変化す るか、 とい うこ

とを中長期的に予測す るためのシ ミュ レーシ ョンモ

デル を構築す る。

そのモデル を用 いたシ ミュ レー シ ョンによって、

どの よ うな人的資源マネ ジメン トを行 ってい くべ き

かにつ いて提案す る。そ のなかでも特 に問題 となっ

てい る2007年 問題 に焦点を当て、どのよ うに対処 し

てい くべ きか について提案す る。

人材 は、会社 に採用 され る と仕事 に配置 され る。

仕事を行 えば報酬が支払 われ る。 また、その働 きを

評価 され 、昇給や昇進 が行われ る。 そ して再び仕事

に配置 され る とい うサイ クル になってい る。また、

仕事 を行い なが らOJTや 研修 とい う形 で育成 され る。

最後に会社 を退職 す ることにな る。 これ らのお互い

に繋がった機能 をどの よ うに実施す るかが人的資源

マネ ジメン トで ある(図-1)。

図-1人 的資源マネジメントの機能

(2)既 往の研究と本研究の位置づけ

能力 に関す る研究 として、カ ッツ(1955)は 、管

理職 に必要なスキル を(1)テクニカルスキル 、(2)ヒュ

ーマ ンスキル 、(3)コンセプチュアルスキル の3つ に

分類 し、職位 が上 がるにつれて、(1)テクニカルス キ

ル の重要性 が減 り、(3)コンセプチュアル スキルの重

要性 が増す としてい る。

経 験 学 習 に 関す る研 究 と して 、 シ ュ ミ ッ トら

(1986)は 、職務 の経験年数 に よって調査対象者 を

5群 に分類 し、職務 の内容 を 「複雑性(高)」 と 「複

年数 と業績の相 関が大 きい傾 向があった。 また、複

雑性(低)の 職務 の方が、経験年数 と業績 の相 関が

大 きい とい う結果 も得 られ た。

モチベーシ ョンに関 しては、大き く分 けて(1)欲求

説 と(2)過程説 の二つの考 え方が ある*3。

欲 求説 とは人 は何 に よって働 くよ うに動機 づ け

られ るのか とい う内容に注 目した理論 であ り、過程

説 とは どの よ うに して動機づ け られ るか とい うプ ロ

セ スに注 目した理論である。

過程説の一つ である公 平説 は、 自分 の行 った努力

とそれ によって得 られた報酬 のバ ランスが、他 人の

バ ランス と比較 して不公 平だ と感 じる とモチベ ーシ

ョンを失 うとい う理論 である。

また、同 じ能力 を持つ人材 であって もモチベーシ

ョンの程度 によってパ フォーマ ンスは違 ってくる と

予想 され る。 ウィリアム ・ジェームスは労働者 が職

を失 わ ない程 度 に しか働 か なけれ ば能 力 の20～

30%し か発揮せず、高いモチベーシ ョンを持ってい

れ ば80～90%と 自己の能力 を引 き出す こ とができ

る と報告 している。

人的資源 マネジメン トのシ ミュ レーシ ョンに関す

る研究 として、刈谷 ら(2005)は 、企業 のパ フォー

マンス と従業員 の能力やモチベー シ ョンの関係 を経

済の不確実性 を考慮 した上でモデル化 し、シ ミュレ

ーシ ョンによって企業価値 の変化 を考察 した。

このシ ミュレーシ ョンモデル においては、人材 の

パフォーマ ンスは売上高 として計測 され る。パ フォ

ーマンスは時間に よって 自然成長す るとともにモチ

ベ ーシ ョンによっても変化す る。モチベ ーシ ョンは

年齢や給与 によって決 まるイ ンセ ンテ ィブ と、過去

のパフォーマ ンスの向上度合 いによるものを考慮 し

ている。

刈谷 らはこのモデル を利用 して、(1)給与体系、(2)

従業員 のモチベーシ ョン、(3)昇進制度の3つ が企業

全体のパ フォーマンスに どの よ うな影響を与えるか

について考察 した。

本研究 は刈谷 らの研究 を参考に、人的資源マネ ジ

メン トに関す るシ ミュ レー シ ョンモデルを構築 し、

建設企業へ の適用を試み るものである。

まず 、経験 による人材の成長 を中心 に考え、人材
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事 のパ フォーマ ンスはプ ロジェク ト単位 で考 える必

要が ある。 プ ロジェク トのチー ムを構成 し、メンバ

ーの能力に よってチーム としてのパ フォーマンスが

得 られ、企 業 としてのパ フォーマ ンス も得 られ る。

その中で人材 の配置の仕方や昇進 の仕方、給与等 の

人的資源マネジメン トを変化 させ るこ とで、 どのよ

うにパ フォーマ ンスが変わ るかをシ ミュ レーシ ョン

す る。

2.シ ミュレーションモデルの構 築

(1)モ デルの概 要

本モデル では、建設業 の企業が複数 のプロジェク

トを長期 にわた って こな していくことを考 えてい る。

実際 には、プロジェク トに直接関わ らない本社業務

等 があるが、今回 はプ ロジェク ト現場のみの仕事 を

考えた。

まず、シ ミュ レー シ ョンを行 うにあたって人材 と

プ ロジェク トの設定 を行 う。 人材 はそれぞれが能力

を持 ち、プ ロジェク トは実施 に必要 な人材 の数 と能

力が設定 され る。人材 は能力に よってプ ロジェク ト

に配置 され、プ ロジェク トが遂行 され る。

プ ロジェク トは、要求 を満 た してい る人材 によっ

て行 われ る と十分なパ フォーマ ンスを得 ることがで

き、予 定通 りに利 益を上 げることになる。逆に要求

を満 た していない場合 は十分なパフォーマ ンスを得

ることができず、利益を上 げることができない。 こ

のよ うにプロジェク トを実施す ることで人材は経験

を積み、成長す る。そ してまた新 しいプ ロジェク ト

に配置 され る とい うことを繰 り返す。

このサイ クル を繰 り返す 際に、人材 の配置 、人材 の

採用、昇給、昇進 といった ことの仕組みを変 えるこ

とで、10年 後 、20年 後 あるいはそれ以上先 に人材 が

どれ だけ成長す るのか、企業全体 として どれだ けの

利益 を得 ることができるのか とい うシ ミュ レー シ ョ

ンを行 うことの可能 なモデル を構築 した(図-2)。

(2)人 材のモデル

人材 のモデル と して、企業に属 しプ ロジェク トを

実行す る職員は、年齢、プ ロジェク ト、職位 、給与、

経験量の5つ の特性 で表現す ることとす る。

図-2シ ミュレーションモデルの概念図

(3)人 材 の能 力

人材の能 力については専門能力 とマネ ジメン ト能

力 の二つ に大別す る。能力 は経験量に基づ くもの と

し、その関係 は ゴンベルツ曲線 とい う次式 で決定 さ

れ る学習 曲線 で表す。yは 能力値、a能 力値 の限界、

b,cは 傾斜の形 を決 める定数 、xは 経験量で ある。

(1)

(4)プ ロジェクトの発生

プ ロジェク トの発生 について、本モデル において

は企業 の経営条件 を一定であ ると仮定 した。 また、

総仕事量 も毎年一定 として考 えた。そ して総仕事量

を数億 円～数十憶 円の個別のプ ロジェク トに分割 し

てプ ロジェク トの発 生 とした。

(5)プ ロジェクトのモデル

プ ロジェク トとは人材 が行 う業務の対象 である。

プロジェク トは、(1)規模(受 注金額)、(2)期間、(3)難

易度、(4)期待利益率、の4つ の特性 で表現す る。
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規模 と期 間か ら決 定 され る単位 期 間 当 りの規模

によって、プロジェク トに携わ る人数 と人材 の構成

を決 定す る。本モデル においては年 間一億 円に対 し

て一人の職員 を配置す るこ ととした。そ して、職位

ごとの人数 の割合 を決 め、各職位 で必要な人材 を決

定 した。 また、難易度 によって単位期間内に どれ だ

けの能力 を必要 とす るか、 目標 とす る利益率を どれ

だけにす るかが決 定 され る。難易度 は1を 基準 とし

て、0.9か ら1.1の 範 囲で設定 した。利益率は、全 工

事の平均利益率を現実 の経営結果か ら計算 し、その

利益 率を基準に難易度 を掛 け合 わせて決 定 した。難

易度 が1よ りも高けれ ばその工事 には リス クが伴 う

ため、期待す る利益率 も高 く設 定 し、逆に1よ りも

低 けれ ば リス クが小 さいため、期待す る利益率 も低

く設定す ることとした。

(6)人 材の配置

人材 の配置 とは、プロジェク トが必要 としている

人材 と今い る人材 のマ ッチ ングを行 うことである。

まず職位 ご とに次の配置 を待 ってい る人材 を リス ト

ア ップ し、経験 量順(能 力順)に 整理 した。一方各 プ

ロジェク トでは人材 が何人必要かを リス トア ップ し、

さらにプロジェク トの難易度 と規模 の順に整理 した。

その後 の配置の方法 は(1)効率性重視 と(2)人材 育成

重視 の二つ を混在 させ た。

(1)は、それぞれ のプロジェク トの効率性 を重視す

るために、経験量の多 い者か ら順 に難易 度の高い仕

事に配置す る方法である。 これに より能力の高い者

が難 しい仕事 を、低 い者 が易 しい仕事 を担 当す る こ

ととな り、効率的に仕事が こな され ると考 え られ る。

しか し一方 で、能力の低 い者は易 しい仕事 に しか就

かないため成長が限 られ る。 この ことについては、

後の人材 の成長の ところで説明す る。

(2)は、能力 の低い ものの育成の機会 を多 く作 るた

めに、経験量 の少ない ものか ら順に難易度 の高い仕

事 に配置す る方法で ある。 これ によって 自分の力を

超 えた仕事に配置 され る可能性 が高ま り、その分だ

け成長す るチャンスを得 ることにな るが、仕事の成

果 については小 さくなる可能性 が高ま る。

(7)プ ロジェクトの実行

プ ロジェク トが実行 され ると、その達成度 が計算

され、その率 と工事原価 に よって実際にかかった費

用 、その結果 として獲得できた利益が決 まる。 費用

はプロジェク トを実施 した人材 の能力にモチベーシ

ョンを掛け合 わせた もの と、要求 され てい る能力 と

の相対的な比率 によって計算 され る。要求 され てい

る能力は職位 ご とに設 定 した一定値 にプロジェク ト

の難易度を掛 け合わせ た数値 を利用 した。その結果、

例 えば要求通 りの能力 であれ ばパ フォーマ ンスは1

となる。 その際 に職位 に よる重みづけ と必要 とされ

る能力の重みづ けをして計算 を行 う。

上位 の職位 にい る人材 の能 力は プ ロジェク トの

結果 に大きな影響 を与えるため、職位 によって重み

づ けを行 う。特 に最上位 の職位、つま り所長 、プ ロ

ジェク トマネ ジャー といった最高責任者であ る人材

の能力は他 の人材の能力 と比べて影響力が大きい。

そのため、最上位 の職位 である人材 の能力に、それ

以外の人材 の能力 に重みづけを した ものを掛け合 わ

せ ることによって、結果 の達成度を求 める。

また、能力 の重みづけは、前述のカ ッツのモデル

に従 った ものであ り、上位 の職位 であれば あるほ ど

専門能力 よりもマネジメン ト能力が求 め られる。 そ

の能力の割合 は表-1の 様 に設定 した。

表-1職 位ごとの能力の重みづけ

(2)

(3)

(4)

P(i)は 人材iの パ フ ォー マ ンス を表 す 。wr1,wr2は 職

位 ご との能 力 の重 み づ け を表す 。a1i,a2iは人材iの 能

力値 を表 す。mtv(i)は 人 材iの モ チベ ー シ ョン を表 す。
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モチベーシ ョンは過程説 として考え、給与 に注 目す

る。 同 じ職位の 中での平均給与 との比較 によって決

ま り、多い ほ どモチベ ーシ ョンが上がる。

P(Prjは 、プロジェク ト全体のパフォーマ ンスを表

し、 α(i)は人材iに よるパ フォーマンスの重み付 け

を表す。 α1+α2+α3+α4+…=1で あ る。

σTwは給与 の標準偏 差、Tw(i)は人材iの 給与、Twは

iと 同年齢 の給与 の平均 を表す。 要求 され る能力 の

基準はシ ミュ レーシ ョンを50回 繰 り返 した時の職

位 ごとの能力の平均値 を用いた。

(8)人 材の成長

本モデル において人材が成長す るのは、プ ロジェ

ク トに参画 して仕 事の経験 を積 んだ ときである。参

画す る立場 によって求 め られ る能力 に重みづけがな

され てい るが、その重みづ けに よってそれぞれ の能

力 に関 して獲得 した経験の割合 が決 まる。

プ ロジェ ク トに参画 す るこ とに よって得 る経験

量は、プロジェク トの難易度、職位(責 任 の重 さ)、

新規性 の3つ に よって決ま る。 プロジェク トの難易

度 が高 く設定 され た工事 ほど、得 られ る経験量 が多

く、職位が高い(責 任が重い)ほ ど得 られ る経験量

が多 い。新規性 とは、そのプ ロジェク トに就 いて何

年 目か とい うことであ り、就 いたばか りであるほ ど

新 しい経験が多いため、経験 量を多 く得 ることがで

きるよ う設定 した。

(9)企 業の経営結果

経営結果は以下で表現 され る。

1.全 プロジェク トの合計規模

2.全 プロジェク トの合計獲得利益

プ ロジェ ク ト外 にお ける支 出は本 モデ ル におい

ては考慮 していない。

3.シ ミュレーションの実行

ここでは、構築 したモデル に よって実際にシ ミュ

レー シ ョンを行 う。 まず、その際 に必要 となるシ ミ

ュ レー シ ョンの対象企業の設 定をす る。 そ して、人

的資源マネジメン トに関わ る部分 の設定 を変 えて シ

ミュ レー シ ョンを行 うこ とで、人材の成長 、企業の

パ フォーマ ンスが ど う変化す るかを考察す る。

(1)企 業の初期設定

企業 の規模 は職員500人 、一人 当 りの完成 工事高

の基準 を1億 円 として考 えるこ ととした。各プ ロジ

ェク トで目指す基準 とな る利益率 は7%と 設定 した。

(2)配 置方法を変化させたシミュレーション

ここでは、人材の配置に関わる部分の方針 を変 え

るこ とで、 どのよ うに人材 の成長 とパフォーマ ンス

が変化 し、それが企業全体 のパ フォーマンスにど う

影響 したかをシ ミュ レーシ ョン した。人材 の配置を

考 える際には、前述 した よ うに仕事の効率性 と人材

育成の両面か ら考 える必要 がある。

a)パ ターンの設定

効率性 重視 の配置の割合 として、仕事 の難易度順

で上位10割 、7割 、4割 、1割 の4パ ター ンを用意

す る。それ ぞれの職位 において このいずれか を設定

す ることになるが、下位 の職位 よ りも上位の職位 の

方が効率性 を重視す ると考 え られるため、そ うなる

よ うな全35パ ター ンについて シミュ レー シ ョンを

行 った。 シ ミュ レーシ ョンを行 った全パ ター ンを表

-2に 示す
。

その他 の人的資源 マネ ジメン トに関 しては、全 て

同一 と した。採 用は新 卒採用のみで中途採用を行 わ

ず、退職 は60歳 で全 て定年退職す る とした。昇格 は

上位 の職 に不足ができた分だ け、下位 の職か ら能力

の高い順 に昇格 させ る こととした。人材構成につい

ては、人的資源 マネジメン トによる変化だ けに注 目

す るために、各年代 に一様 に人材 が分布 している状

態で開始 した。 シ ミュ レー シ ョンの期間 は、初期値

の与え方 による結果 の誤差 を少な くす るた め、シ ミ

ュ レーシ ョン開始 時に能力 に初期値 を与 えた人材が

ほぼ全て入れ替わ るよ う、40年 間 とした。

b)結 果

結果 は次 の通 りである。

図-3は 全パ ター ンの利 益額の時 間推移 であ る。

初期 の人材 の能力設定 が低か ったためか シ ミュ レー

シ ョン開始時の利 益額 が低 くなってい る。時間の経

過 とともに初期 に設定 した人材 が抜 けて新 しい人材

が多 くを占めることによって、30年 後 には各パ ター

ンはほぼ一定 となっている。30年 後か ら40年 後 の
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利 益額 の標準偏差は0.3程 度 である。

図-3全 配置パターンの利益額推移

表-2パ ターンの設定と40年 後の利益額と経験量

表-3配 置の方法と40年 後の利益額との相関

表-4配 置 の方法と60歳 時の経 験量との相関

次に、利益額の時間推移は初期設定の影響 が大 き

いため、40年 後の時点 の利益額 の比較 とシミュ レー

シ ョン開始後 に採用 された人材 の成長の仕方 の比較

を行 う。

表-2は 全パ ターンにお ける40年 後 の利益額 と、

シ ミュ レー シ ョン開始時 にお ける新入社員 の60歳

時の経験量 をま とめて示 している。

40年 後 の利益額は平均 で32.3億 円、最大で33.7

億 円、最小で30.5億 円、標準偏差1.06で あ り大 き

な差はない。 しか し、職位 ごとの効率性重視 の配置

の割合 と40年 後 の利益額 との相関 を調べ てみ ると、

表-3に 示す よ うに最 下位の職位4で の配置 の仕方

と利 益額 に強い負の相 関が見 られ た。

また、各パ ター ンでの人材の成長 に関 して も違い

が ある。 シ ミュ レーシ ョン開始直後 に新卒採用 によ

って入社 した人材が60歳 になった時点でのマネ ジ

メン トスキル に関する経験量は、平均で3800、 最大

4272、 最小3324で 標準偏差は240で あ り、入社後 の

仕事の配置 の仕方 によって差が発 生 してい る。配置

の方法 と60歳 時の経験量 との相関 を調 べてみ る と、

表-4に 示す よ うに最 下位 の職位4に お ける配置 の

仕方 に関 して強い正の相 関が見 られ た。

(3)2007年 問題に対応したシミュレーション

次 に、2007年 問題 の対処 を考 えるためのシ ミュ レ

ー シ ョンを行 う
。2007年 問題 を再現す るために、団

塊世代の53歳 ～55歳 までの年齢の人数 を他の世代

の2倍 に設 定 した。また、既に2008年 を迎 えて団塊

の世代の退職 は始 まっているが、過去か らの対処 も

考 えるためにシ ミュ レーシ ョンの開始 は2002年 と

す る。
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a)パ ター ンの設 定

2007年 問題へ の対処 と して、再雇 用、中途採用、

新 卒採用の3つ の人的資源マネジメン トに注 目して

シミュ レー シ ョンを行 った。 配置は全て効率性 を重

視 し、昇格は能力値 によって行 った。再雇用者 の給

与、経験量な どについては、それまでの上が り方 と

は区別せず、同 じよ うに変化 してい くもの とした。

中途採用 については、8段 階 に分かれ た職位 の上か

ら5番 目の職位 と して採用す る。年齢は40代 の中で

ランダムに決定 され、能力 はランク5の 職員の平均

値 を持ってい る とす る。

まず、団塊 の世代の退職者 の再雇用 についてのパ

ター ンは次 の(1)～(6)であ る。

(1)再雇用 な し

(2)退職者 の3割 を3年 間再雇用

(3)退職者 の3割 を5年 間再雇用

(4)退職者 の5割 を3年 間再雇用

(5)退職者 の5割 を5年 間再雇用

(6)退職者 の7割 を5年 間再雇用

採用のパター ンは次のA)～E)で あ る。

A)新 卒10割

B)新 卒8割 、 中途2割

C)新 卒5割 、 中途5割

D)新 卒2割 、中途8割

E)中 途10

A)～E)の 採用 に関 して は、それぞれの タイ ミング

につ いて も考慮す るた め、次の(ア)(イ)の よ うにパ タ

ーンを設定 した
。

(ア)団塊世代の退職 が始 まる前に行 う

(イ)団塊世代の退職 に合 わせて行 う

これ らの組み合 わせの うち、60パ ターンについ

てシ ミュ レーシ ョンを行 った。

b)結 果

シ ミュ レーシ ョンの結果、各パ ター ンの利益額の

時間変化は図-4の よ うになった。

団塊 の世代の退職 開始の時点か ら、す ぐに利益額

を大幅 に減 らす もの もあれば、最初 は一定に保 って

いて後 か ら大幅に減 らす もの もある。対処に よって

利益額 の変化が異 なって くるこ とが分 かる。

図-4全 再雇用 ・採用パターンの利益額推移

対 処法 に よって会社 のパ フォーマ ンスが どの よ

うに変化す るかを整理す る。 まず再雇用 に関 して、

再雇用 な し16パ ター ン、3割5年 間16パ ター ン、

5割5年 間16パ ター ンの3ケ ースの結果 をそれぞ

れ抽 出 した(図-5～ 図-7)。

図-5再 雇用なしの場合の利益額推移

図-6再 雇用を3割5年 間行った場合の利益額推移
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図-7再 雇用を5割5年 間行った時の利益額推移

3つ の分類での特徴 を比較す ると、再雇 用な しの

パターンでは、団塊 の世代の退職 とともに利益 を大

き く減 らしてい る。3割 を5年 間再雇用す るパ ター

ンは、 じわ じわ と利益 を減 らしなが ら再雇 用 した人

材 が退職す る時期 に さらに減 らしてい る。5割 を5

年 間再雇用す るパター ンは、団塊 の世代の退職 が始

まって も利益は減 らないが再雇用 した人材 の退職 が

始まる とともに利益 を減 らしている。 この よ うに、

団塊 の世代 の退職 は大 きなマイナスの影響 をもた ら

す ものであるが、再雇用 によってその影響が出るタ

イ ミングを変 えることがで きる。 多 くの人材 を再雇

用する と、それ らの人材 が再び退職 を迎 える際に大

きなマイナ スが発 生 し、再雇用す る人材の割合 を減

らす と、通常の定年退職 の時期に大きなマイナスが

発生す る。

次に採用 に関 して、新卒採用10割9パ ター ン、

新卒採用5割 ・中途採 用5割21パ ター ン、中途採用

10割7パ ター ンの3ケ ー スの結果 をそれぞれ抽 出

した(図-8～ 図-10)。

図-8新 卒採用10割 の場合の利益額推移

図-9新 卒採用5割 、中途5割 の場合の利益額推移

図-10中 途10割 の場合の利益の推移

新卒採 用のみ で対処す ると、退職 開始直後の利益

減少額が他 のパター ンと比べ て大 きくなる。新 卒 と

中途 の割合 を半々にす ると対象開始直後 の影響は小

さくなる。 中途採用のみにす る とさらに影響は小 さ

くなる。 ただ し中途採 用を増や しすぎる と、その年

代 が退職す る際 に再び2007年 問題 と同 じ状況にな

るこ とが想 定 され る。実際に、今回のパ ター ン設 定

では二回 目の対処 は全 くとっていない結果、大 きく

利益 を失 うこととなった(図-10)。

これ らの ことを考 える と、団塊世代の退職 は少な

か らずマイナスの影響 をもた らす ものではあるが、

再雇用 の制度や採用 の方針 を変 えることでその影響

のタイ ミングや 大き さをコン トロールす ることが可

能である。

ここではそ の影響 を小 さく抑 え るために ど うい

った対処 を とるべきかを考 えるために、毎年 の利益
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を合 計 した利益の総額 によって対処法 を評価す る。

期 間 として は10年 間、20年 間、30年 間で考 え

ることとした。 表-5は 全ケースの10年 間、20

年間、30年 間の利益総額 を示 したものである。

図-11～13の グラフの凡例 の数 字は表-5の

ケー ス番号 に対応 してい る。

表-5

10年 間の総利益額 で考 えると、その上位 は再雇用

を積極 的に行 ってい るものであ る。逆 に総利益額 が

少ない ものは再雇 用制度 を活用 していない ものであ

る。実際 に再雇用 と10年 間の総利益額 との相関は大

きく、再雇用の割合 と利益額の相関は0.82で ある。

採用 との関係性 は小 さく、採用の割合 と利益額 の相

関 は0.3程 度 で、あま り相関がない。つま り、10年

間 のみの対処 を考 えるな らば、 とにか く再雇用 でそ

の場 を しのげばよい とい うこ とになる。

20年 間の利 益 の総額 の上位 には中途採用 を活用

した ものが多い。採用 の割合 と利益額の相関 も0.83

と、強い相 関が ある。 このこ とか ら、20年 間で考え

た場合 には、 中途採用 によって団塊 の世代の次の世

代 を確保す るこ とで利益 を上げ ることがで きると言

える。

図-1110年 間総利益額Top10の 利益額推移

図-1220年 間総利益額Top10の 利益額推移

図-1330年 間総利益額Top10の 利益額推移
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30年 間の総利益額の上位 には、新卒採用 と中途採

用 を半々程 度 としたパ ター ンが多い。それ より新卒

の割合 を増や しても減 らして も利益額は減 って しま

う。 また、相 関があるもの も見 られない。 そこで、

20年 か ら30年 の10年 間の総利益額 を見る と、新卒

採用 の割合 が大きいパ ター ンが多 くの利益 を得てい

た。相関 も0.87で あ り、強い相 関があ る。

つ ま り、30年 間の中で、最初の10年 の総利益額

は どれだ け再雇用 を行 うかに より、次の10年 間 は中

途採用 をどれ だけ行 ったかに より、その次の10年 間

は新卒採用 をどれだ け行ったかによる。30年 間の総

利益額はそれ らの合計の成果 であるた め、バ ランス

が必要 とな る。 その結果、今 回のシ ミュレー シ ョン

においては、採用 の8割 を新卒採用、2割 を中途採

用 とし、再雇用 を5割5年 間行 ったパ ター ンが最 も

大きな利益 を上げるこ ととなった。

(4)考 察

a)人 的資源 マネジメン トを考 える上での期間

今 回のシ ミュレー シ ョン結果 では、最初 の10年

のみを考 えると積極的 に再雇用 を していれ ばよか っ

た。しか し20年 までで考 えると、中途採用 を行 って

い く必要が あ り、30年 先 まで考 えると、再雇用 と中

途採用、新 卒採用のバ ランスが重要 となる。ただ し、

20年 後か ら30年 後 の間に利益 を生み 出す のは新卒

採用 の世代であ る。

2007年 問題 は現在の問題 であるか もしれ ないが、

20年 先の次世代、 さらに30年 先の次次世代 まで考

えることでまた違 う解決策があ ることが分かる。

b)シ ミュ レーシ ョン結果の実現性

シ ミュ レー シ ョンに よ り一つ の対 処法 を見 出 し

たが、実際にその通 りの対処を行 えるとは限 らない。

例えば中途採用 を考 える と、限 られ た人材 のなかで

多 くの企業が 中途採用 を行お うとす る と競争が発生

す る。人材獲得競争 の中で勝つためには、人材 が魅

力 を感 じるよ うな人 的資源マネ ジメン トを行 う必要

があ る。新卒採用 を考 えてみて も、20代 で建設業へ

就 く人材 の数が減 ってお り、計画通 りに進む とは限

らない。

ただ し、シ ミュ レーシ ョンの結果 では、今 の状況

で採用 され た人材のキャ リアは、そ うでない時に採

用 された人材 と比べて昇進 も早 く、能力 も向上 させ

ることができる。 これ らは採用 され る人材に とって

はメ リッ トとな るため、この点をア ピール して採用

を行 うことは可能であるだろ う。

c)建 設業全体への適用

このシ ミュ レー シ ョンの結果 を単独 の建設 会社

か ら建設業全体 に枠 を広 げて考えてみ る。 全体 の人

数 を維持す る為 には、中途採用は海外か らの人材 を

考 えない限 りは あ り得ず、非常に大 きな困難 が待 ち

受 けている と考 えられ る。 シ ミュ レー シ ョンの結果

か らも分 かるよ うに、団塊の世代 の退職が始 まる と

ともに各企業は少なか らず利 益を減 らす こととなる。

利益 を減 らす とい うことは今までの水準では仕事 を

こなせず 、コス トが増 えている ことを表す。つま り、

毎年同 じだけの成果 が必要で あるな らば余計にコス

トが必要 とな り、同 じ建設投資の中で仕事を行 うな

らば成果 が小 さくなる可能性 がある。

d)モ デル の問題

本シ ミュ レー シ ョンでは、人材 の能力 を専門知識

とマネジメン トスキル とい う二つの能力のみによっ

て扱 い、仕事の成果 もその二つの能力 と関係付 けた。

しか し実際 には専門知識 に して もマネ ジメン トスキ

ル に して も細分化が可能で ある。 また、プ ロジェク

トに関 して も道路工事 なのか ダム建設工事なのか、

橋梁工事 なのか によって使われ る専門知識 が変わ っ

て くるはず である。その知識のマ ッチングも含 めて

シ ミュレー シ ョンを行 えば、求め られ る知識 に応 じ

た人的資源マネ ジメン トを考 えることが可能 となる。

人材 の成長 に関 して も、同 じ経験 をすれば人材 は

等 しく成長す る として計算 を行っているが、実際 は

そ うではない。退職 に関 しても全ての人材が採用 さ

れた ら定年 まで働 き続 けるこ ととなってい るが、実

際 には途 中で退職す る人材が存在す る。 さらに、 プ

ロジェク トか ら離れ 、経営に関わる人材 も出て くる。

その よ うな人材 を本 モデル では考慮 していない。
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4.結 論

(1)結 論

建設 業は2007年 問題 による影響 を強 く受 けると

考 え られ、 この問題 に対処す るために も、企業 にお

いて 中長期 的視点で人的資源マネ ジメン トを行 う必

要 がある。

そ こで、本研 究では、 中長期的視点での人的資源

マネジメン トを支援す るために、将来の人材 の成長

と経 営の状況 を予測す るためのシ ミュ レー シ ョンモ

デル を構築 し、構築 したモデル を用いて 「2007年 問

題」への対処法の提案を行 った。

モデルの構築 に当たって、人的資源 マネ ジメン ト

の機能お よび能力や成長 に関す る先行研 究 を参考 に、

次の点を考慮 した。 まず、人的資源マネ ジメン トと

して採用 、配置、昇進、報酬、退職 の機能 を含めた。

そ して、カ ッツのスキルモデル を用 いて人材の能力

を専門知識 とマネ ジメン トスキルに分類す ることと

した。それぞれ の能力の成長 に関 しては経験学習モ

デル を利用 し、経験す る仕事 の新規性 、難 しさ、責

任 の重 さによって成長が促 され るこ とを考慮 した。

人材 は、プロジ ェク トに配置 されるこ とによって仕

事 を行 うが、そのプ ロジェク トの成果 は人材の持 つ

能力 と要求 されてい る能力 との相対的 な比率 によっ

て測 ることとした。

このモデル によって建設 業にお けるOJT中 心の人

材育成 を再現 し、人的資源 マネ ジメン トの方法 によ

る人材 の成長 と会社 のパ フォーマンスの変化 を計算

す ることを可能 とした。

(2)今 後の課題

a)モ デル の検証

本研究ではモデル を構 築す る際 に、各要素 に関 し

ては既往の研 究の内容 を利用 した。 しか し、人材の

能力 を正確に数値化す ることは困難で ある。本研究

では経験量 とい う数値 を介 して表現す ることとした

が、それ が実際に どの程度能力を表現で きているの

か検証を行 うこ とは出来 なか った。 どのよ うな経験

を積んだ人材が集ま り、各 プロジェク トで どの くら

い の成果 を得 てい るか とい うデー タを分析す ること

で、経験 と能力 、プ ロジェク トの成果の関係 の検証

を進 めることが可能 であると考 える。

b)モ デルの改 良

本研 究 で構 築 したモデ ル では毎年 の受注 量 と予

定の利益率は一定 としたが、実際 には建設市場の状

況や経営状況を基 に各社は経 営戦略 を練 り、それに

よって受注量 と利益率 は変化す るものである。経営

結果 と市場状況か ら受注量や利 益率が変化す る部分

をモデル に組み込む ことによって、よ り現実の経営

戦略 に近づいた予測が可能 になると考 え られ る。

また、今 回は採用 については新卒、中途 、再雇用

と考慮 したが、退職 については定年のみを扱 った。

現実には中途で退職す る現象 も増 えてきてお り、そ

の部分 についてモデル に組み込む ことが必要 と考 え

られ る。
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Developing a Simulation Model to Assist Human Resource Management

of Construction Companies

By Tetsuya MATSUDA, Ryouhei KURANAGA, Kazumasa OZAWA

It is feared that "2007 problem" advances on the time of a large amount of retirement of the

baby-boom generation. The loss of the technical capability by the retirement of veteran engineers

could cause not only the depression of each company's competitiveness but also the whole

industry's decline. This problem should have been able to be foreseen, but it was not able to be

done for lack of a mid/long-term human resources management.

In this thesis, we developed a simulation model to forecast how the talent's growth and the

performance of companies changes with the strategy of the human resources management. By

using this simulation, we analyzed the relationships between the human resources management, the

personal growth, and the performance of each company. Finally we proposed a human resource

management that should be taken especially to deal with "2007 problem".
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